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糸魚川市ガス事業経営戦略 
 

団体名 新潟県糸魚川市 

事業名 ガス事業 

策定日 平成 31 年３月 

計画期間 平成 31 年度～平成 40 年度 

 

１ 事業概要 

（１）事業の現況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 供 給 

供用開始年月日 

糸魚川市（合併創設） 

平成 17 年 3月 19 日 
 
※参考 
旧能生町：昭和 37年 12 月 
旧糸魚川市：昭和 36年 12 月 
旧青海町：昭和 48年 12 月 

供給区域内戸数 
（平成 30年３月 31日） 

14,270 戸 

供給戸数 
（平成 30年３月 31日） 

13,832 戸 

普及率 96.9％ 

地方公営企業法の適用：全部適用 

 

② 施 設 
 ・ガスホルダー ・・・・・・・・・３か所、６基 
 ・ガバナー（整圧器） ・・・・・・25 か所 
 ・導管延長 ・・・・・・・・・・・394.1km 
 ・標準熱量 ・・・・・・・・・・・45MJ 
 ・燃焼性の類別 ・・・・・・・・・13A 

 

③ 料金 

・料金改定年月日(消費税のみの改定は含まない) ： 平成 29 年４月１日 

一般契約料金表（平成 30 年４月１日現在） 

適用区分 使用量区分 基本料金 基準単位料金 

料金表Ａ 25 ㎥以下 540.00 円 121.48 円 

料金表Ｂ 26 ㎥～250㎥ 950.40 円 105.07 円 

料金表Ｃ 251 ㎥以上 1,733.40 円 101.94 円 
※原料費調整制度について 
市が購入する原料ガス価格は、輸入する天然ガス価格や為替レート等の影響で毎月変動することから、この原料費
の変動分を毎月のガス料金に反映する制度。原料費の変動に応じて、基準単位料金に加算または減算してガス料金
を算定。 

ガス供給区域図 
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上水道事業

水道事業
簡易水道事業

ガス水道局 ガス事業

下水道事業

水道事業 ガス事業 簡易水道

1 1
2 1 1

経営係 5 2 2 1
お客さま係 4 2 1 1

ガス水道整備係 5 2 2 1
ガス水道管理係 6 1 4 1
能生ガス水道係 3 2 1

26 11 11 4

係

全体人数
内訳

ガス水道局長
　　　〃　　次長

④ 組織 

                         

○業務体系               ○平成 30 年度 ガス水道部門職員数 

        

     

   

 

 

 

 

○平成 30 年度職員の年齢構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガス水道事業全体で、50 歳以上の職員が全体の 42％になっており、技術職員のうち 50

歳以上の職員が、53％を占めています。また、技術職員については、40 歳未満の職員がほ

とんどいないことから、技術の継承についてが課題となっています。 

 

 

（２）これまでの主な経営健全化の取組 

・平成 17 年３月：糸魚川市、能生町、青海町の１市２町が合併し新糸魚川市となりました。

このことにより事業統合を行い経営の効率化が図られました。 

・糸魚川市定員適正化計画により、人件費の抑制を図りました。 

(平成 17 年度 17 人⇒平成 30年度 11 人 ６人減となっています。) 

 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析………資料１ 

・添付しました経営分析表のとおりです。 

・分析表における糸魚川市の分類別平均値の区分は、「分類２」に該当します。 

・「分類２」は、導管により卸調達を行う公営ガス事業者です。 

・平成 29 年度の全国の公営ガス事業者 27 団体のうち 18 団体が「分類２」に該当し、新潟

県内の該当団体は、柏崎市、小千谷市、見附市、糸魚川市、妙高市、上越市、魚沼市の

７団体です。 

 
  

20歳～
29歳
7%

30歳～39歳
0%

40歳～49歳
40%

50歳～
53%

うち技術職
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２ 将来の事業環境 

（１）供給人口、販売量、料金収入の見通し 

 人口減少、エネルギーの多様化や省エネルギー意識の高まりにより、年々販売量の減少

が見込まれます。それに伴い料金収入が減少すると推計しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施設の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 50 年代から区域拡張などにより導管の整備、更新が図られています。今後布設して

から 40 年を経過する導管が平成 40 年前後から増加する見通しです。 
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供給戸数計

料金収入

(平成 29年度末現在) 
総延長 394.1km 

※料金収入には、原料費調整制度を含む。 
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（３）組織の見通し 

・平成 30 年度から下水道事業、簡易水道事業の公営企業会計を適用したことから、水道事

業・ガス事業・下水道事業の経営部門の統合などを検討し、経営の効率化を推進します。 

・技術職員の減少による技術の継承が課題であり、今後体制についての検討を行います。 

・近隣市との連携を図りながら、広域的な視野に立った協力体制など検討を進めます。 

 

３ 経営の基本方針 

人口減少に加えエネルギーの多様化により供給人口及び販売量の減少が進んでいること、

併せて施設の更新・耐震化の対応による費用の増が見込まれることから、経営の効率化・

健全化を図り、収益の安定化と多様なニーズに対応したサービスの充実を図ります。 

 

４ 投資・財政計画（収支計画） 

（１）施設の見通し 

投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり………資料２ 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目  標 

安全で安定したガス供給を図るため、老朽化した施設を計画的に更新しま

す。また、ガス供給施設の耐震化、ガス導管網のブロック化などに取り組

みます。 

 

整 備 項 目 年 度 予定金額（千円） 

経年管更新 H31～H40 901,995 

導管整備 H31～H40 407,745 

供給所整備、計装設備更新 H31～H33 80,200 

ガバナー設備耐震化 H31～H35 54,200 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目  標 
安定したガス事業経営を継続するため、効率的な運営と経営基盤の強化を

図ります。 

 

料金については、平成 30 年度の料金水準・料金体系をもとに、今後の供給戸数、供給量

を見込み、推計しています。 
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③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【職員給与費に関する事項】 

平成 30 年度人員を確保する見込みで、給与費及び退職手当引当金を推計しています。 

【修繕費に関する事項】 

年度間で変動はあるものの、平成 27 年度～平成 29年度決算額の平均値で推計しました。 

【その他】 

現状施設で見込まれる、維持管理経費で推計しています。 

ガスホルダーの開放検査に必要な額を計画的に特別修繕引当金に計上しています。 

 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

・平成 31 年度策定予定のアセットマネジメントにより、ガス施設のあり方を検討し、投資

計画・財政計画に反映する予定です。 

・市の職員適正化計画では、全体で職員数の減少が見込まれることから、ガス事業におけ

るサービスの維持向上と事業の継続を目的とした、民間への委託なども含めて検討しま

す。 

 

① 投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PFI・DBOの導入等） 

民間の資金・ノウハウ等の活用について情報

収集に努めます。 

施設・設備の合理化 

施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）、

合理化（スペックダウン）は、平成 31 年度

にアセットマネジメントを策定後、見直しを

します。 

施設・設備の長寿命化等の投資の平準化 

平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、投資を平準化するように見直しをしま

す。 

広  域  化 

地形的な制約もあり、現段階では施設統合な

どの広域化は考えていませんが、施設のあり

方などを近隣市と情報交換を行います。 

その他の取組 特記すべき事項はありません。 

 

② 財源について検討状況等 

料        金 
３年ごとに原価計算を行い、料金の見直しを

行います。 

企    業    債 今後の投資規模に応じて借入を検討します。 

繰    入    金 繰出基準以外は見込んでいません。 

資産の有効活用等収入増加の取組 特記すべき事項はありません。 

その他の取組 特記すべき事項はありません。 
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③ 投資以外の経費についての検討状況等 

委 託 料 

職員数の減が見込まれることから、サービス

の維持、向上を図ることを目的とし、民間委

託について検討します。 

修 繕 費 
平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、施設の合理化と合わせて検討します。 

動 力 費 
平成 31 年度にアセットマネジメントを策定

後、施設の合理化と合わせて検討します。 

職員給与費 
市全体の職員適正化計画を踏まえ、必要な職

員数の確保を検討します。 

その他の取組 

職員数の減、特に技術職員の減による技術の

継承が課題となってきていることから、近隣

市と連携を取りながら対応について検討し

ます。 

 

５ 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

平成 31 年度策定のアセットマネジメントを

反映した、経営戦略を策定します。また、毎

年度検証し財政計画の見直しを行います。 

 



資料１

１．経営の状況

団 体 名 LNG 調 達 等状 況 別 分 類
行 政 区 域 内
戸 数 （ 戸 ）

行 政 区 域 内
普 及 率 （ ％ ）

供 給 区 域 内
戸 数 （ 戸 ）

供 給 区 域 内
普 及 率 （ ％ ）

資 金 不 足
比 率 （ ％ ）

自 己 資 本 構 成
比 率 （ ％ ）

職 員 数
（ 人 / 千 戸 ）

導管部門職員数
（ 人 / 千 戸 ）

小売部門職員数
（ 人 / 千 戸 ）

ガ ス 事 業 職 員
平均年齢（年）

糸 魚 川 市 分 類 ２ 17,435.0 82 14,270.0 97 0.0 84.4 0.9 0.7 0.2 47

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 平 成 26 年 度 平 成 27 年 度 平 成 28 年 度

販 売 量 1,000MJ
（ 家 庭 用 ）

267,472 263,382 253,562 246,479 249,459

販 売 量 1,000MJ
（ そ の 他 ）

145,433 144,273 142,367 144,611 151,882

経常収支比率（％） 営業収支比率（％） 導管経年化率（％）

H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29
当 該 値 101.2 101.3 100.3 100.1 106.3 当 該 値 102.4 97.9 97.9 97.2 103.5 当 該 値 72.7 73.5 74.7 77.1 78.7
分 野 別 平 均 値 104.6 103.1 103.5 103.4 106.1 分 野 別 平 均 値 104.2 100.1 100.2 100.0 102.2 分 野 別 平 均 値 53.3 54.2 68.2 68.9 71.7

流動比率（％） 累積欠損金比率（％） 要対策管残存率 ２．老朽化の状況

H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29
当 該 値 789.6 712.0 641.3 1,046.6 904.8 当 該 値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 当 該 値 1.0 0.7 0.5 0.4 0.4
分 野 別 平 均 値 678.3 342.4 435.8 456.1 449.9 分 野 別 平 均 値 7.4 6.3 6.3 6.0 3.4 分 野 別 平 均 値 8.8 8.3 7.9 7.6 7.0

供給原価（円） 料金回収率（％） 導管耐震化率（％） ３．収益増加の取組

H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29
当 該 値 2,580.1 2,704.7 2,595.4 2,439.7 2,402.4 当 該 値 101.1 100.7 100.2 99.4 105.7 当 該 値 99.0 99.3 99.5 99.6 99.6
分 野 別 平 均 値 2,166.6 2,297.7 2,042.1 1,732.7 1,798.0 分 野 別 平 均 値 102.5 101.9 102.2 101.9 98.9 分 野 別 平 均 値 65.6 66.1 66.5 67.4 67.3

全体総括

企業債残高対料金収入比率（％） 有形固定資産減価償却率（％） 導管延長１km当たり供給戸数（戸/km）

H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29 H25 H26 H27 H28 H29
当 該 値 52.4 45.6 43.8 41.7 33.5 当 該 値 49.4 76.8 78.3 79.8 81.2 当 該 値 37.6 37.2 36.6 36.5 39.5
分 野 別 平 均 値 40.7 35.0 33.0 34.7 29.9 分 野 別 平 均 値 55.3 73.3 74.3 75.1 76.0 分 野 別 平 均 値 49.2 49.1 49.1 49.5 49.8

①導管経年化率は、78.7%と平均を上回っており、毎
年度上昇しています。これは法定耐用年数を経過した導
管（本支管）延長が増加しており、更新が必要な施設
が年々増加していることを示します。
②要対策導管残存率は、腐食劣化など改修等の対策
を必要とする導管（本支管）延長の割合を示しますが、
0.4%で平均を下回っており、年々減少しています。
③導管耐震化率は、99.6%で平均を上回っており、
年々微増しています。これは、管路の改修により、ポリエチ
レン管など耐震管の延長が増加したことによるものです。

導管（本支管）の老朽化対策は、平均と比較して進ん
でいる状態ですが、法定耐用年数を経過した導管（本
支管）が多いため、施設の更新の見直しが必要です。
導管（本支管）の更新計画を考慮したアセットマネジメ
ントの策定を進めます。

導管使用効率は、39.5戸/kmと平均を下回ってお
り、導管（本支管）の設備投資に対する収益率が低
いことを示しています。

収益増加の取組として、平成30年度より割引制度
（新規３年割、新築子育て割）を開始しました。
また、大口需要家の獲得のため、建設業関係者から
情報収集を行うことにより、顧客獲得等の経営努力を
行っています。

３．収益増加の取組 　経常収支比率等の経営面は安定した健全な状態
ですが、人口減少及び燃料の多様化により供給人口
と販売量の減少が進んでいます。平成30年度よりガス
料金の割引制度を開始しておりますが、引き続き、多
様なニーズに対応したガス需要の拡大に向けた取り組
みが必要となっています。
　腐食対策や耐震の必要な導管（本支管）の残存
率は平均より低いものの、法定耐用年数を経過した経
年管が多く残存していること、災害時においてガス供給
施設の被害や市民生活への影響を最小限に抑える対
応力を強化することが課題となっています。アセットマネ
ジメントによる見直しと、更新計画を見据えた中長期
的な経営戦略が必要です。
　アセットマネジメント策定及びそれを反映した経営戦
略の見直しを進める中で、経営の効率化を図り、健全
経営に取り組むとともに、ガス事業従事職員の人材育
成、技術継承等の経営基盤の強化に努めます。

経営比較分析表（平成29年度決算）

基
本
情
報

１ヶ月20㎥当たり
料金（円） 管 理 者 の 情 報 ①経常収支比率は106.3%、②営業収益比率は

103.5%と、ともに100%以上であり、H28と比較して上
昇しています。これは、厳冬によるガス供給量の増により、
ガス売上収益が増加したことによるものです。
③流動比率は、904.8％と100%以上ですが、H28と
比較して下落しています。これは、工事費などの未払金
等の流動負債が増加したことによるものです。
⑤供給原価は、2402.4%と平均を上回っているが、
H28と比較して下落しています。これは、減価償却費の
減によりガス売上原価以外の経常費用が減少したことに
より、ガス販売量1,000ＭＪあたりの費用が減少したた
めです。
⑥料金回収率は、105.7%と100%以上であり、H28
と比較して上昇、他団体との平均値を上回りました。これ
は、ガス供給量の増によりガス売上が増加したためです。
⑦企業債残高対料金収入比率は、33.5%と平均を上
回っており、H28と比較すると下落しています。これは、建
設改良に対する補てん資金が不足のない状況であり、新
規の起債を行っていないため、企業債現在高が減少した
ことによるものです。
⑧有形固定資産減価償却率は、81.2%と平均を上
回っており、毎年上昇している状況です。これは、導管
（本支管）等の更新が少なく、法定耐用年数に近づい
ている資産が、年々増加していることによるものです。

平成29年度は、厳冬によるガス供給量の増という一時
的な要因により、ガス売上及び収益が増加となりました
が、今後施設の更新・耐震化などを含めた財政計画を策
定し、ガス事業の経営安定を図ります。

3,185.0 非 設 置

営業活動の具体的内容（料金メニュー・サービス内容等）

平成30年４月より、新築３年割、新築子育て割を実施
①割引率　　新築３年割：従量料金の10％　　新築子育て割：従量料金の５％（重複適用可）　②割引期間　最大３年間
③適用条件　新築３年割：新築で新たに都市ガスを使用する需要家、建替えで都市ガスを継続利用する需要家、リフォーム等で新たに都市ガスを使用する需要家
　　　　　　　　新築子育て割：新築３年割の適用期間に18歳までの子どもが同居している需要家

１．経営の健全性・効率性 ２．老朽化の状況
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投資・財政計画 資料２－１

税抜　（単位：千円、％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 1,052,501 1,102,047 1,146,047 1,107,510 1,091,085 1,074,971 1,059,162 1,043,656 1,028,442 1,013,520 998,882 984,519
(1) 1,019,057 1,065,752 1,088,194 1,071,473 1,055,048 1,038,934 1,023,125 1,007,619 992,405 977,483 962,845 948,482
(2) (B) 33,418 36,295 57,803 36,020 36,020 36,020 36,020 36,020 36,020 36,020 36,020 36,020
(3) 26 50 17 17 17 17 17 17 17 17 17
２． 36,848 26,757 22,137 20,416 19,465 18,846 18,394 16,833 14,348 12,353 11,181 8,762
(1)

(2) 26,650 24,667 20,930 19,134 18,183 17,564 17,112 15,551 13,065 11,071 9,899 7,479
(3) 10,198 2,090 1,207 1,282 1,282 1,282 1,282 1,282 1,283 1,282 1,282 1,283

(C) 1,089,349 1,128,804 1,168,184 1,127,926 1,110,550 1,093,817 1,077,556 1,060,489 1,042,789 1,025,873 1,010,063 993,280
１． 1,016,572 1,044,745 1,113,543 1,075,425 1,055,939 1,044,536 1,025,391 1,007,686 989,992 974,141 957,693 939,555
(1) 88,975 82,576 84,299 84,576 84,326 84,326 84,326 84,316 83,695 83,675 82,303 81,753

41,292 35,741 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233 36,233
12,476 13,182 13,123 13,400 13,150 13,150 13,150 13,140 12,519 12,499 11,127 10,577
35,207 33,653 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943 34,943

(2) 699,427 747,189 826,012 792,078 783,013 774,120 765,396 756,838 748,442 740,208 732,129 724,202

23,830 13,552 16,735 14,015 14,015 14,015 14,015 14,015 14,015 14,015 14,015 14,015
100

675,597 733,637 809,177 778,063 768,998 760,105 751,381 742,823 734,427 726,193 718,114 710,187
(3) 228,170 214,980 203,232 198,771 188,600 186,090 175,669 166,532 157,855 150,258 143,261 133,600
２． 7,786 6,758 5,723 4,536 3,714 3,060 2,500 1,995 1,560 1,253 1,032 894
(1) 7,663 6,412 5,389 4,427 3,605 2,951 2,391 1,886 1,451 1,144 923 785
(2) 123 346 334 109 109 109 109 109 109 109 109 109

(D) 1,024,358 1,051,503 1,119,266 1,079,961 1,059,653 1,047,596 1,027,891 1,009,681 991,552 975,394 958,725 940,449
(E) 64,991 77,301 48,918 47,965 50,897 46,221 49,665 50,808 51,237 50,479 51,338 52,831
(F) 8 1 17 17 17 17 17 17 17 17 17
(G) 18 8 105 21 21 21 21 21 21 21 21 21
(H) △ 10 △ 8 △ 104 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4 △ 4

64,981 77,293 48,814 47,961 50,893 46,217 49,661 50,804 51,233 50,475 51,334 52,827
(I)
(J) 1,247,704 1,457,026 1,175,692 1,174,839 1,177,771 1,173,095 1,176,539 1,177,682 1,178,111 1,177,353 1,178,212 1,179,705

37,312 21,540 35,837 32,939 32,939 32,939 32,939 32,939 32,939 32,939 32,939 32,939
(K) 137,892 181,143 146,893 125,708 121,391 117,971 114,410 107,165 102,083 96,453 96,132 96,269

47,591 68,199 71,191 36,708 32,391 28,971 25,410 18,165 13,083 7,453 7,132 7,269

82,940 129,861 97,791 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000
( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 1,019,083 1,065,752 1,088,244 1,071,490 1,055,065 1,038,951 1,023,142 1,007,636 992,422 977,500 962,862 948,499

(N)

(O)

(P) 1,019,083 1,065,752 1,088,244 1,071,490 1,055,065 1,038,951 1,023,142 1,007,636 992,422 977,500 962,862 948,499

平成29年度
(決 算)

平成40年度平成39年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

他 会 計 補 助 金

特 別 損 失

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ）

基 本 給
退 職 給 付 費

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

う ち 未 収 金

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

流 動 資 産

×100

流 動 負 債

収

益

的

収

入

そ の 他

支 払 利 息
そ の 他

営 業 費 用

営 業 収 益

営 業 外 収 益

職 員 給 与 費

経 費

収 入 計

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

そ の 他

補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

平成30年度
(決算見込)

そ の 他 補 助 金

(E)+(H)

特 別 利 益

(F)-(G)

平成38年度平成36年度平成32年度 平成35年度
平成31年度
(予 算)

平成33年度 平成34年度 平成37年度

(A)-(B)

営 業 外 費 用

動 力 費
修 繕 費
材 料 費

）

そ の 他

う ち 未 払 金

特 別 損 益

収

益

的

支

出

(C)-(D)

減 価 償 却 費

う ち 建 設 改 良 費 分

収

益

的

収

支

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

支 出 計

累 積 欠 損 金 比 率 （

経 常 損 益

う ち 一 時 借 入 金

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模



投資・財政計画
資料２－２

(資本的収支) 税込　（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７． 1

８． 6,639 2,431 2,699 17,900 13,900 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900 5,700 5,700

９． 100,000

(A) 6,639 2,431 102,700 17,900 13,900 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900 5,700 5,700

(B)

(C) 6,639 2,431 102,700 17,900 13,900 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900 5,700 5,700

１． 106,896 175,746 246,873 204,882 210,017 181,282 161,282 127,182 106,802 103,382 106,382 99,682

7,615 7,826 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533 8,533

２． 54,271 47,591 45,427 42,523 36,708 32,391 28,971 25,410 18,165 13,083 7,453 7,132

３．

４．

５． 100,000 200,000

(D) 261,167 223,337 492,300 247,405 246,725 213,673 190,253 152,592 124,967 116,465 113,835 106,814

(E) 254,528 220,906 389,600 229,505 232,825 203,773 180,353 142,692 115,067 106,565 108,135 101,114

１． 247,197 208,557 368,224 212,429 214,919 188,115 166,514 131,953 106,180 97,989 98,905 92,493

２．

３．

４． 7,331 12,349 21,376 17,076 17,906 15,658 13,839 10,739 8,887 8,576 9,230 8,621

(F) 254,528 220,906 389,600 229,505 232,825 203,773 180,353 142,692 115,067 106,565 108,135 101,114

(G)

(H) 341,448 293,858 248,431 205,908 169,201 136,810 107,839 82,429 64,264 51,181 43,728 36,596

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

560 420 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

560 420 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

560 420 600 600 600 600 600 600 600 600 600 600

平成
29年度
(決 算)

平成
40年度

平成
39年度

平成
39年度

繰 越 工 事 資 金

企 業 債 償 還 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

平成
37年度

平成
40年度

平成
38年度

平成
34年度

平成
35年度

平成
36年度

平成
30年度
(決算見込)

純 計

平成
33年度

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

平成
29年度
(決 算)

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

補

塡

財

源

資

本

的

収

支

平成
31年度
(予 算)

工 事 負 担 金

そ の 他

う ち 職 員 給 与 費

平成
32年度

建 設 改 良 費

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

計

そ の 他

(E)-(F)

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

計

固 定 資 産 売 却 代 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

計

補 塡 財 源 不 足 額

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

(A)-(B)

平成
30年度
(決算見込)

損 益 勘 定 留 保 資 金

平成
37年度

平成
32年度

合 計

平成
31年度
(予 算)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 外 繰 入 金

収 益 的 収 支 分

平成
38年度

平成
33年度

平成
34年度

平成
35年度

平成
36年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
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